
１ 

 

令和２年度 経営発達支援事業の結果報告 

 

事業評価委員会 

 

日 時：令和３年３月１１日（木）午前１１時００分開催 

出席者：久保田均 委員（太田市産業環境部 部長） 

間普 崇  委員（関東学園大学 経済学部教授） 

     戸塚栄三郎委員（中小企業診断士） 

     橋本専務理事、湯沢事務局長、川内所長、関口 

内 容：資料に基づき支援事業の結果について事務局から説明し、別紙の通りの評点と評

価コメントを頂いた。 

     

この評価の結果を４月１１日(火)開催の正副会頭会議にて説明し、委員から指摘を頂い

た事項を改善しながら、継続して取り組むことで承認を頂いた。 

 

事業実施期間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日(平成 29年度開始 5か年計画) 

（令和３年２月末の実績で評価） 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

１．地域の経済動向調査に関すること 

 

調査事業名 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① 管内景況調査 

（ＤＩ調査） 
◯ 4回 4回 4回 

② 景況感聞き取り調査 △ 12回 6回 12回 

③ 経済概況発行 ◯ 1回 1回 1回 

④ 小規模企業景況調査 ○ 1回 1回 1回 

 

 

２．経営状況の分析に関すること 

  

 

支援内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

経営状況分析件数 〇 96件 134件 70件 

① 経営状況分析セミ

ナー開催数 
  ◯ 2回 3回 2回 
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① 経営状況分析セミナー開催 

元年度は、昼間の２回開催で経営状況分析と事業計画作成を兼ねたセミナーを実施。セ

ミナー所要時間は２時間とし、終了後に専門家相談を予約制で実施し、合計３０名が参

加した。 

２年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、少人数制（５名以下）の小規模事業

者持続化補助金申請書作成相談会を３回実施した。相談会に参加した事業者には、別途

個別相談会への参加を促し、引き続きフォローを実施した結果、１０月２日の応募締め

切りに３名が一般型、４名がコロナ特別対応型の事業計画書を作成し申請を行った。 

 

題 名：小規模事業者持続化補助金申請書作成相談会 

日 時：令和２年９月２日(水)午後２時  ５名 

    令和２年９月３日(木)午後２時  ５名 

    令和２年９月４日(金)午後２時  ５名 

                       計１５名参加 

講 師：田辺 浩氏（中小企業診断士） 

 

３．事業計画策定支援に関すること 

 

 支援内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

事業計画等策定支援数 
（経営革新、事業承継含む） 

○ 56件 133件 71件 

創業・第二創業計画策定

支援数 
◯ 20件 28件 28件 

① 事業計画セミナー数 ◯  2回 3回 2回 

経営革新計画セミナ

ー数 
✕ 1回 0回 0回 

事業承継セミナー数 ✕ 1回 0回 1回 

② 創業スクール数 ◯ 1回 1回 1回 

 

① 事業計画セミナー開催 

２．①経営状況分析セミナー同様 

 

② 創業スクール開催 

題 名：「太田商工会議所創業スクール」 

期 日：令和２年１０月１日(木）、８日(木）、１５日(木）、２２日(木）、２９日(木） 

時 間：午後６時３０分～午後９時 計５回（合計１２時間３０分）   

  受講者：２８名  

講 師：石川知穂氏（中小企業診断士） 

    創業者：１名（製造業）＊令和３年中に２名が創業予定 
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４．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

支援内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

事業計画等策定後の 

フォローアップ事業所数 
〇 56件 67件 55件 

創業・第二創業者の 

フォローアップ事業所数 
× 20件 3件 4件 

フォローアップ 

延べ事業所件数 
〇 152件 185件 131件 

    

   

５．需要動向調査に関すること 

 

支援内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① 経済産業省生産 

動態統計調査 
◯ 12回 12回 12回 

② 商圏調査 

 
◯ 12回 12回 12回 

市民アンケート調査 ✕ 1回 0回 0回 

③ インターネット調査 ◯ 12回 12回 12回 

個社支援需要動向調査 

支援数 
✕ 12回 0回 0回 

 

① 経済産業省生産動態統計調査：自動車部品製造動向を月ごとに集計 

 

② 商圏調査：市内の人口動態を集計 

 

③ インターネット調査：日経ＮＥＥＤＳ統計データから家計、住宅着工数、自動車販 

売など参考と思われる情報を収集保存。 

 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

支援内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾚｽ発表会発表数 △ 12社 8社 7社 

展示会・商談会出店数（上段）

と成約数（下段 ） 
 ✕ 

 ✕ 

10件 

5件 

0件 

0件 

0件 

0件 

② ネット販売進出件数 ✕ 10社 0件 0社 
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① ビジネスプレス発表会  

第２２回 令和２年１０月２８日（水） ４社   

  第２３回 令和３年 ２月 ４日（木） ４社 

  

②ネット販売進出 

ネット販売に適した業態の方の相談が無かった。 

 

 

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 

 

取組内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① お お た ナ イ

ト・バル 
◯ 1回 1回 

ハロウィン

バル 

呑龍市 × 2回 0回 1回 

② まちゼミ × 1回 0回 1回 

婚活事業 × 1回 0回 1回 

 

① おおたナイト・バル 

開催期間：令和2年12月1日～令和3年1月31日 

コロナ禍のなか飲食店を支援することを目的に開催。しかしながら12月下旬より緊急事

態宣言が発令され、県内においても夜8時までの営業に時短が要請されたため、参加者

は低調な結果となった。 

 

② まちゼミ 

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、まちゼミは中止となる。代わりに、

まちゼミ参加事業者のＰＲを目的に、ゼミの内容を紹介する動画をyoutubeにアップし

た。また、特別広報誌を作成し、過去のまちゼミ参加者に対して郵送を行った。 

 

Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

取組内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① 群馬県中小企業サポーターズ 

ミーティングの活用 
◯ 1回 0回 1回 

② 広域経済交流推進協議会指導

員交流会議の活用 
× 2回 0回 0回 

③ 市内金融機関懇談会の活用 

 
◯ 1回 1回 1回 

④地域産学官連携ものづくり研究

機構交流会議開催 
× 2回 0回 1回 
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① 群馬県中小企業サポーターズミーティング 

・コロナの影響で発表会は中止。（日常的にメールマガジンで情報収集） 

 

② 広域経済交流推進協議会指導員交流会議の活用 

・協議会が解散となったため、活動は無くなる。 

 

③ 市内金融機関懇談会の活用 

・１１月１８日 懇談会及び㈱SUBARU大拔哲雄調達本部長講演 

 

④ 地域産学官連携ものづくり研究機構との交流 

・機構主催のスキルアップ研修を当所会報でＰＲ。 

 

２．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

取組内容 自己評価 ２年度目標 ２年度実績 元年度実績 

① 中小企業大学校研修 〇 2回 3回 1回 

② 県内経営指導員研修会 △ 2回 1回 2回 

③ 補助員研修及び一般職員研修 ◯ 1回 2回 1回 

④日商ＷＥＢ研修 △ － 各自実施 各自実施 

⑤民間ＷＥＢ研修 △ － 各自実施 各自実施 

課題解決研修会 × 1回 0回 1回 

⑥支援能力の組織財産化 〇 － 継続 継続 

 

① 中小企業大学校研修 

・「経営者に寄り添う事業継続と資金繰り支援」 ９／１～４ 経営指導員１名派遣 

・「ビジネスプラン策定の実践術(1)」    ７／２９～３１ 経営指導員１名派遣 

・「税務財務診断」            １１／２～３０ 経営指導員１名派遣 

 

② 県内経営指導員研修会 ８／２６、３１ 

・群馬県産業経済部の各種施策について 

・中小企業のテレワーク～基礎編・実践編～ 

・経営リスクの備え対処～自然災害リスクと感染症リスク～ 

・「ここからアプリ」を用いたＩＴ導入支援 

・アフターコロナの事業承継について 

 

③ 県内補助員研修及び一般職員研修 

・ファッショビジネスを題材とした生産、マーケティングの基本知識の習得と 

 産業変革への理解 １０／１３ 

・コロナ禍におけるリモートワークも踏まえた社内における信頼関係の築き方と 

 モチベーションの高め方 １２／１ 
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④ 日商ＷＥＢ研修 

・e-ラーニング方式で中小企業経営全般を学習できるようになっている。中小企 

業に対する創業･経営革新に必要なビジネスおよび情報関連の知識を身に付けるこ 

とを目的としている。全職員受講。 

 

⑤ 民間ＷＥＢ研修 

・㈱イー・ブレーンが運営する経営に関する研修で５００タイトルが運営されてい 

る。弊所職員及び小規模事業者が事業所や自宅で受講できるよう無料で公開している。

＊昨年度から県の補助金で運営し、年間通して利用可能。 

 

⑥支援能力の組織財産化 

 ・平成３０年度から業務の引継書の様式を統一し、業務フロー図を用いて表すよう作 

 成に着手し継続する。 
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